
2025 年 5 月 22 日（木）第 3 次最賃ディ 院内集会 12:10～13:10 衆議院第一議員会館 

 

12:04 会場大会議室 参加者約 100 名  

12:10 開会 司会 自治労連まつはしさん 

国民春闘共闘代表幹事 秋山（全労連議長）あいさつ 

・署名集約に感謝 

・中賃審議会 労働者代表連合独占に抗議。1989 年以降全労連排除。 

・運動面では現局面を切り開いてきたと自負 

・毎月勤労統計 ３月も実質賃金マイナス 1.8％ 

・昨日年金引き上げ集会、春闘成果いきわたっていない。医療・介護ベアなし春闘 

・核廃絶へのリーダーシップとることを求める。イスラエルが外交団に発砲行為。 

・参議院選挙・都議会議員選挙、議席が伸びること期待。 

国会議員紹介 

・れいわ やはた愛（衆議院、厚生労働委員会）中小零細補助必要、 

徳島の学習会興味深い＝地方でできて、少数与党の国会でなぜできない 

・共産党 田村たかあき厚生部会長（衆議院）九州沖縄比例選出・福岡労働大臣も佐賀県出身 

    最低賃金 全労連調査 1600 円以上必要。徳島 84 円ＵＰ、中賃目安おいつかない。 

大臣：格差是正「認識している」、1500 円 2020 年代実現に「たゆまぬ努力していく」 

660 万人最賃近傍労働者。業務改善助成金活用 6 万人程度。 

・立憲：末松、社民：福島など後ほど紹介 

 

中村和雄弁護士 日弁連貧困問題対策委員会事務局 京都より来た 

・2025 年 2 月徳島調査 5 月 14 日シンポジウム実施 

・2024 最賃  

・ＯＥＣＤ 賃金中央値に比べて国際比較 日本＝49％ ＥＵ指令＝60％目指す 英国＝66％目標 

・全国一律 世界的には全国一律多い。かって野党法案提出＝否決、目安制度できた。Ａ～Ｄ →格差拡大 

・特定最賃 地域別産業別最低賃金なくなっている。エッセンシャルワーク：厚労省・財界など産業別最賃を 

・2020-2025 どう決まってきたか 2020 据え置き 2021＝すべての地域で 28 円＝7 地域のみ目安どおり 

 2021 Ａ＝31 円 Ｄすべて含む 22 地域目安＋ 

 2022  3 地域ランク制に 24 地域目安額＋ 最大 7 円 

 2024    一律 50 円ＵＰ目安。27 地域が＋ 

・政労使会議 徳島 知事が出席。検討と労働局の提起会議、県幹部会議に労働局長出席、議会決議 

・第 1 回審議会で知事意見陳述（弁護士会も）。その前に県部長が審議員全員に面談。 

・議事録公開 県からも要請、専門部会会議も要旨が公開。 

・県独自の中小企業支援策。 

・徳島 全国で最後に答申 その直前に厚労省幹部が徳島に、それでも審議会が決めたと押し切った。 

・地域間格差 200 円以上固定化  徳島・淡路島、神戸に労働人口流出。 

・最低賃金法 生計費原則。全労連・中澤、生計費調査。全国変わらない。連合リビングウェッジ調査も同様 

・全国一律にするためには 最大の課題 日商アンケート調査「社会保険料減免」回答多数。 



・韓国・フランスも最賃引き上げ時に社会保険料減免おこなった。 

・自民党最賃議連 内部留保課税で社会保険料減免 4 兆円可能と。 

 

12:45 国会議員紹介 

・維新 岸田参議院議員 前回も参加。野党が一致すればできる。 

・共産 倉林、立憲 高林・下条 他も参加していたが退席 

会場質疑 

・京都総評 柳生 徳島の支援策実施状況 

・中村   業務改善助成金に県で上乗せ、申請のための社労士費用助成 3 倍にお件数伸びて全国一の件数に 

     2020 年代に 1500 円実現のためには 80－90 円引き上げ必要 

・東京地評 やしろ 地域経済への影響 

・毎日新聞 東海林 そもそも中賃がまともな生計費調査やっていれば？ 中賃の生計費認識は？ 

・中村   徳島地域経済 2 月末段階では特別な影響なし。5 月のシンポでも後藤田知事特に変化ない 

      生計費調査 中賃・厚労省が生活保護と同様にいい加減にやっている。第 4 表重視 

・国土交通労 後藤 人口流出＝全国一律に、大企業支店などどこでも同一に？ 

・中村   アトキンソン 中小企業多すぎ、生産性低い。中小企業淘汰必要。 

      同一労働同一賃金が日本にはない。デンマーク＝中小の方が生産性高く賃金も高い 

13:00 秘書紹介 子下記議員秘書 いは 下条 山添 本村信子 高橋英 猪木光弘 他多数。 

13:03 署名提出要請行動意思統一集会 182542 人署名 

黒澤 ・国会議員要請 ポイント１ 物価高騰つづく 米価倍に。最賃引き上げ最も効果的。 

               ２ 最低の生計費据えたうえで 支払い能力ではなく 

    年率 7.4％引き上げ必要 地域別なら東京 2028 年に  

   ・署名紹介議員に 21 年 16 万筆  

   今日の参加者 250 人超  

  

13:18  全労連 くによし 

生協労連・国交労連、既に割り当て。1 議員につき 1 つ封筒。報告 6 年併記 通行証、面会受付票に転換を。 

渡せなかった分は 1 階に全労連事務局が回収する 

13:21  終了 

15:00～16:00 非正規センター最賃街宣渋谷 呼びかけあり 

  


